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１．はじめに

山梨県は歴史的にも過去の東海地震や関東地震で大き

な被害を受けており，県内のほぼ全域が東海地震の地震

対策強化地域に指定されている．甲府盆地は武田信玄の

治水事業で周知の豪雨水害の常襲地帯であり，また周囲

を山で囲まれているため土砂災害も多い．さらに，富士

山を擁しており，火山災害のリスクも高い．そのため，

山梨県は平成25年10月の運用開始を目指して，防災拠点

の構築を進めている．山梨県の特徴として，人口が約88

万人と少なく，県庁と市町村の関係が他県に比べて緊密

であり，地域内のソーシャル・キャピタルが豊かである

ことを挙げることができる．

そこで筆者らは，行政による防災力である公助と地域

住民の共助による地域防災力の向上を，住民・行政協働

でさらに高めることを支援する「住民・行政協働ユビキ

タス減災情報システム」を構築し，地域コミュニティ～

市町村～県が連携した災害対応を効果的に実施すること

により，減災を実現する取組みを展開している．本稿で

は，とくに地域コミュニティと市町村のリスクコミュニ

ケーションに焦点を当て，取組みの内容を紹介する．

２．住民・行政協働ユビキタス減災情報システム

図－1に住民・行政協働ユビキタス減災情報システム

の概念図を示す．図の右上が地域コミュニティ，右下が

市町村，そして市町村の左が山梨県を表している．県と

市町村では災害対応管理システムによって庁内の情報共

有を図るとともに，情報共有DBの登録情報を適宜表示し

て，情報に基づいた迅速かつ適確な判断を下すことがで

きる．また，県ならびに各市町村は，情報共有DBを介す
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ることにより，情報を共有することができる．情報共

有DBを介すると，行政機関はライフライン企業のような

公共機関との情報共有も可能となる．本取組みでは，行

政機関と災害拠点病院との連携も研究テーマの一つとし

ている．災害情報は，災害対策基本法に基づいて，市町

村が収集して県へ報告，県がさらに各市町村の情報を集

約して国（消防庁）へ報告というように，行政機関の下

位から上位への報告が行われているのが現状である．住

民・行政協働ユビキタス減災情報システムでは，行政機

関に下位から上位への一方向の報告ではなく，行政機関

間で相互に情報共有が可能となること，さらに住民と行

政とが互いに災害時に必要な情報を共有することができ

ることを特徴とする．住民と行政との災害情報共有を図

るツールが地域SNS減災情報システム（地域防災SNS）で

あり，ここでは地域コミュニティ単位の防災組織用に平

常時ならびに災害時の２つのモードの防災活動を支援す

る防災SNSを開発することとした．

山梨県は平成25年10月までに防災拠点を整備し，運用

を開始することを目指している．ユビキタス減災情報シ

ステムは，山梨県の住民・行政協働による減災活動を支

援する有効な情報共有ツールとして期待されている．

３．リスクコミュニケーションと地域防災活動

住民・行政協働による減災を実現するためには，行政

側の防災体制の構築のみならず，地域コミュニティの防

災力を高める必要がある．筆者らは，山梨県消防防災課

の協力を得て，山梨県下28市町村のうち市川三郷町，中

央市ならびに富士吉田市の3市町を「住民・行政協働ユ

ビキタス減災情報システム」の適用モデル市町村候補と

して選定し，各市町に協力要請をし，承諾を得た．次に，

各市町から防災活動が比較的活発な自主防災会の紹介を

受けた．その結果，市川三郷町では市川大門６丁目防災

会，中央市ではリバーサイド第一自治会，富士吉田市で

は上宿連合防災会が選定され，さらに各市の防災担当者

とともに各自主防災組織に対して本取組みの趣旨説明な

らびに本取組みへの協力要請をし，各自主防災組織より



協力の承諾を得ることができた．このようにして，本取

組みで連携する市町村ならびに地域コミュニティが決定

された（図－２）．以下では，これらのうち，ワークシ

ョップ，まちあるき等を通して，住民と行政の間のリス

クコミュニケーションが図られ，地域コミュニティにお

ける防災力の向上が顕著な市川三郷町，中央市の地域コ

ミュニティの取組みについて紹介する．

４．情報システムを用いた住民・行政協働による減災

（１）災害対応管理システム

災害対応管理システムは，災害時の地方自治体の対応

活動を支援する庁内情報共有システムである．同システ

ムは，災害対策本部からの指示・対応，各部局からの被

害報告，避難所管理・運営，県への報告等，災害対策本

部を中心とした必要最小限の災害対応業務に関する情報

共有を支援することを目的として，新潟県見附市の協力

を得て開発したものである1)．現在同市で試験運用中で

あり，既に平成21年10月8日の台風18号における実対応

に活用された．見附市では平成16年に2度の大災害を経

験しており，その経験に基づいて実効性のある災害対応

の体制を構築している．災害対応管理システムは，災害

対策本部が総務部，建設部，民生部，産業振興部，ガ

ス・上下水道部によって構成されている．これらに消防

本部を加えた庁内連携体制が確立されており，災害対応

管理システムは，これらの災害対応体制に準拠させ，か

つヒューマンインタフェースとしてのユーザビリティを

高めたWebアプリケーションである2)．

本研究では，新潟県見附市の協力で開発した災害対

応管理システムの基本仕様を変更することなく，災害対

応組織のみ市川三郷町ならびに中央市に適応させ，両市

の庁内情報共有システムとして開発した．ただし，両市

の地域防災計画に基づいた災害時の業務分析を行い，各

市町の体制に応じた６つの部署を構成した．このような

基本機能に加え，住民からの通報を，後述する地域SNS

減災情報システム（地域防災SNS）より受付ける機能，

ならびに住民へ伝達すべき重要情報を地域防災SNSへ自

動配信する機能を新たに追加した．

（２）地域SNS減災情報システム（地域防災SNS）

地域防災SNSは，地域コミュニティ（自主防災組織）

をグループとした地域SNS3)である．上述した２つの地

域コミュニティにおけるリスクコミュニケーションを通

して，住民・行政協働による減災を実現するために，ま

ず行政の管理する情報の中から住民に必要な情報を抽出

した．つぎに，市川三郷町ならびに中央市用に構築した

災害対応管理システムの体制配備や避難情報等，地域

SNSへ災害情報として伝達すべき情報を選定した．また，

住民から行政への救助，支援要請や，行政が住民に期待

する被害情報の提供を，地域防災SNSを介して受付ける

機能を，それぞれ災害対応管理システムと地域防災SNS

に持たせることにした．

（３）地域防災SNSへの世帯個人情報の登録

市川三郷町市川大門６丁目防災会では，災害時に必要

となる近隣世帯の個人情報に関するワークショップを開

図－１ 住民・行政協働ユビキタス減災情報システムのプロジェクト概要



催した．２度のワークショップより，災害時に必要な世

帯の個人情報の項目を，安否に関わる情報伝達に不可欠

となる地域外の家族の個人情報項目を含め，抽出するこ

とができた．

図－３はワークショップ後に実施したアンケート調

査の結果の一部である．アンケート結果を住民に提示し

ながら，各世帯別の個人情報管理表（紙）を作成した．

また，個人情報を災害時には防災関係機関や防災会の中

で公開することに対して基本合意を得た．

上記のワークショップを２回開催し，世帯情報管理

表を作成した後，さらに約10世帯で構成されている各組

で，行政職員立会いの下，世帯情報管理表を見ながら，

災害時ならびに平常時における個人情報の取り扱いに関

する会合を開催していただいた．各組での会合となるの

で出席率は高く，最低でも50％，ほぼ100％の組もあっ

た．この会合では，①個人情報を防災SNSへ登録するこ

との是非の最終確認，②個人情報登録項目の確認，③個

人情報整理表に基づいた情報のシステム入力担当者の選

定，④システム入力後の個人情報整理表の管理，の４点

について話し合われた．その結果，すべての組が世帯情

報を地域防災SNSへ登録を行うことを決定した．また，

個人情報の登録項目として，掛かりつけの病院，普段服

用している薬が追加された．システム入力者としては，

組の構成員の中で普段からインターネットを利用してい

る１，２名をシステム入力者として選定する組もあった

が，PCを所有せずPCの操作をしたことがない住民につい

ても世帯毎で情報入力を行うことを決めた組もあった．

また，システム入力後の世帯情報管理表を組長が保管す

る組もあれば，各自で保管することを決めた組もあった．

ただし，高齢者が１人で生活する世帯では，隣近所に世

帯情報管理表のコピーを配布し，隣近所に災害時の支援

を要請することを決めた住民もいた．

このような準備の下，市川大門６丁目防災会の防災

SNSへ世帯情報をシステムへ登録する会を開催した（写

真－２）．システム登録会には42世帯中27世帯が参加し，

世帯情報管理表を見ながら情報登録を行った．もともと

PCを普段使用する世帯は１割程度であるので，初めてPC

に触る住民も多く，教員や学生の支援を受けながら，ま

た隣同士で相談しながら，登録作業を行った．

（４）図上訓練と情報システム連携

前述の中央市における図上訓練では，住民に豪雨災害

時の自分自身の行動をある程度イメージできる状況を整

えた後，住民のイメージした災害状況下での中央市の災
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写真－２ 中央市における災害対応活動の実演写真－１ 防災SNSへの個人情報登録



害対応の様子を住民に見せることによって，住民が中央

市（行政）から入手すべき情報は何か，住民から行政へ

伝達すべき情報が何かを住民自ら考えてもらうこととし

た．そのため，図上訓練と同一条件下で想定される中央

市災害対策本部の災害対応シナリオを作成し，このシナ

リオに従って学生が中央市職員役となって災害対応管理

システムを用いた対応を行うデモンストレーションを実

施した．具体的には，災害対策本部が災害情報を収集，

分析し，庁内で情報共有を行い，被害軽減のために必要

な指示や要請を行う様子を実演した（写真－２）．この

際，第３次体制配備（災害対策本部設置），避難勧告発

令等の緊急情報は，災害対応管理システムに入力される

と同時に，リバーサイドタウン第一自治会の地域防災

SNS（お高さんお助け隊）で受信され，地域防災SNSの画

面に表示されるとともに，地域防災SNSに登録された住

民のメールアドレスへメール（携帯電話）配信される様

子を実演した．また，地域防災SNSの「町への報告」機

能を用いて住民が要援護者の救助を市災害対策本部へ要

請すると，これを災害対応管理システムの通報として受

け取った災害対策本部が消防本部へ出動を要請する，と

いった地域防災SNSと災害対応管理システムとのシステ

ム連携を実演した．図－４は地域防災SNS（お高さんお

助け隊）による町への報告，図－５は災害対応管理シス

テムで住民からの通報を受付けた画面を示している．実

演の後，住民に対してアンケート調査を実施し，地域防

災SNSが住民・行政協働のための有力な情報ツールと住

民に認識されたことを確認した．

５．まとめ

本稿では，住民・行政協働により，行政による防災

力である公助と地域住民の共助を連携させた地域防災力

向上を支援する住民・行政協働ユビキタス減災情報シス

テム開発に関して，市川三郷町ならびに中央市における

取組みを紹介した．この取組みは３年計画の２年を終了

したところであり，これまでに以下のような成果が得ら

れた．

１）山梨県内の２市町の２地域コミュニティにおいて，

住民と行政とのリスクコミュニケーションを促進し，減

災活動に情報システムを導入するための下地を構築した．

２）地域コミュニティの防災活動を支援する地域防災

SNSを開発し，市川三郷町では個人の登録を行った．

３）中央市，市川三郷町の災害業務分析を行い，両市町

の災害対応管理システムを開発した．

４）地域防災SNSと災害対応管理システムを連携させ，

地域防災SNSが住民・行政協働のための有力な情報ツー

ルと住民に認識されたことを確認した．

平成22年度は本取組みの最終年度である．両市町の地

域コミュニティでは，地域防災SNSを活用した減災体制

構築のためのワークショップを繰り返し実施する．また，

中央市，市川三郷町に加えて山梨県の災害対応管理シス

テムを開発し，地域住民～市町村～県の情報共有環境を

整備した上で，住民・行政協働ユビキタス減災情報シス

テムの実証実験の実施し，筆者らの考える住民・行政協

働ユビキタス減災情報システムの妥当性を検証する予定

である．また，このシステムを山梨県28市町村へ普及展

開するためのプロセスをまとめる予定である．
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図－５ 災害対応管理システムによる通報受付図－４ 住民からの通報


